
電子帳簿保存法が改正されました
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経済社会のデジタル化を踏まえ、経理の電子化による生産性の向上、記帳水準の向上等に資するた
め、令和３年度の税制改正において、「電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等
の特例に関する法律 （平成１０年法律第２５号。 以下 「電子帳簿保存法」 といいます。）」 の改正等が

行われ（令和４年１月１日施行）、帳簿書類を電子的に保存する際の手続等について、抜本的な見直し
がなされました。 具体的な改正内容は以下のとおりです。
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スキャン・読み取り

　　　　　　

　　

どのようなものですか了

Ａ： 各税法で原則紙での保存が義務づけられ

　

てし、る帳簿書類につし、て一定の要件を満たし

た上で電磁的記録 （電子データ）・による保

存を可能とすること及び電子的に授受した取

　

引情報の保存義務等を定めた法律です。

　

電子帳簿保存法上、電磁的記録による保

存は、大きく右の３種類に区分されてしばす。

１子的に作成した帳涛 国税関係宿類
（ゑ計ソフト等で） 好的，こ作威した１
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ネット上からダウン□－ド

～

　

電子帳簿特齢春（区分①澱闘する改正事項

　

～

税務署長の事前承認制度が廃止されました。」

　

これまで、電子的に作成した国税関係帳簿を電磁的記録により保存する場合には、事前に税務

署長の承認が必要でしたが、事業者の事務負担を軽減するため、事前承認は不要とされました

（電子的に作成した国税関係書類を電磁的記録により保存する場合につし、ても同様です。）。

　

※

　

令和４年「月１日以後も改正前の要件を満たして保存等を行おうとする方が承認を受１プようとする場合には、承認申請書を

　　

令和３年９月３０日までに所轄税務署長宛提出して頂くようお願いします（スキャナ保存も同様です。）。

２

　

優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置が整備されましだ。

　

一定の国税関係帳簿（注「）につし、て優良な電子帳簿の要件（注２）を満たして電磁的記録による

備付け及び保存を行い、本措置の適用を受ける旨等を記載した届出書をあらかじめ所轄税務署長

に提出している保存義務者につし、て、その国税関係帳簿（優良な電子帳簿）に記録された事項に

関し申告漏れがあった場合には、その申告漏れに課される過少申告加算税が５％軽減される措置
が整備されました （申告漏れにつし、て一

　

隠蔽し、 又は仮装された事実がある場合には、 本措置の

適用はありません。）。

　　　　　　

１－腿 圃 剛醐 圏 晒醐

　　　

田

　　

Ｇ主「） 一定の国税関係帳簿とは、所得税法・法人税法に基づき青色申告者（青色申告法人）が保存しなければならない

　　　　

こととされる総勘定元帳、仕訳帳その他必要な帳簿（売掛帳や固定資産台帳等）又は消費税法に基づき事業者が保存

　　　　　

しなければならないこととされてし、る帳簿をいいます。

　　

Ｇ主２） 電子帳簿の保存要件の概要（次頁）の”優良”の要件をご確認ください。

３

　

最低限の要件を満たす電子帳簿についても、電磁的記録による保存等が可能となりました。

　

正規の簿記の原則 （一般的には複式簿記） に従って記録されるものに限られます。 他の要件に

ついては、 電子帳簿の保存要件の概要 （次頁） の
”その他” の要件をご確認ください。
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１電子帳簿の保存要件の概要

　

／
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概

　

要

記録事項の訂正・削除を行った場合には、これらの事実及び内容を確認できる電子
計算機処理システムを使用すること

通常の業務処理期間を経過した後に入力を行った場合には、その享実を確認できる
電子計算機処理システムを使用すること

電子化した帳簿の記録事項とその帳簿に開運する他の帳簿の記録事項との間におい
て、相互にその関連性を確認できること

システム関係書類等（システム概要書、システム仕様書、操作説明書、事務処理マ
ニュアル等）を備え付けること

保存場所に、 電子計算機（パソコン等）、 ブ□グラム、 ディスプレイ、 プリンタ及
びこれらの操作マニュアルを備え付け、画面・書面に整然とした形式及び明瞭な状
態で速やかに出力できるようにしておくこと

　　　

取引生年月日、勘定科目、取引命湖顔その“他のその中鰭簿の種塑類に応じた主要な記

検
①

　

鉄項目により検索できること

索

　　　

）））改正後、記録項目は取引年月日

　

取引金額

　

取引先に限定

要 ②

　

日付又は金額の範囲指定により検索できること

件
③

　

二つ以上の任意の記録項目を組み合わせた条件により検索できること

　　　　

○

税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウン□－ドの求めに応じること
ができるようにしていること

※１

　

保存義務者が、税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウン□－ドの求めに応じることができるようにしてし、る場合には、検索要件の

　

うち②③の要件が不・要となります （後述のスキャナ保存及び電子取引についても同様です。）。

※２

　

″優良”の要件を全て満たしてし、るときは不要となります。

（参考） 優良な電子帳簿の要件を満たして対象帳簿の備付け及び保存をテい、前頁２の届出書の提出がある場合には、所得税の青色申告特別

　　

控除 （６５万円） が適用できます。

１ 電子帳簿の手鞠こ関するＱ＆Ａ

　

ン

これまで税務署長の承認を受け、総勘定元帳及び仕訳帳等の優良な電子帳簿の対象となる帳簿について電子保存していまし
たが、その場合でも届出書の提出は必要ですか？

過少申告加算税の５％軽減の適用を受けるためには、これまで承認を受けて保存等していた場合でも本措置の適用を受ける旨
等を記載した届出書の提出が必要です。

　

なお、令和４年１月１日よりも前に受けた承認の効力自体は取りやめの届出書の提出（又は税務当局からの取消処分）が
なし、限り有効ですので、その承認が有効とされる間は、引き続き改正前の要件で保存等を行う必要があります。したがって、承認を
受けていた方が令和４年１月１日以後に備付けを開始する帳簿について、改正後の要件に従って電子帳簿保存を行う場合に
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Ｑ： 新たに、対象の帳簿につし、て電子保存をテう場合に、過少申告加算税の５％軽減や所得税の青色申告特別控除（６５万

　

円）の適用を受けるためには、し、つまでにどのような手続が必要ですか？

Ａ： 適用を受けようとする初年度におし、ては、その過少申告加算税の５％軽減や青色申告特別控除（６５万円）の適用を受けよう
とする課税期間に係る法定申告期限までに、所轄の税務署長宛に、本措置の適用を受ける旨等を記載した届出書を提出してし、た
だ〈必要があります。



「 みに紡ご瓢区まゆ）に～ 焚く｝：，ｉけと】語（区分②）に馴ＩＨ『務改正事項

　

～

　

」－靭．ポ情漂 澗評－－‐…－－－Ｔ

税務署長の事前承認制度が廃止されました。
タイムスタンプ要件、検索要件等について、次のとおり要件が緩和されました。
タイムスタンプの付与期間が、 記録事項の入力期間と同様、 最長約２か月と概ね７営業日以

内とされました。
受領者等がスキャナで読み取る際の国税関係書類への自署が不要とされました。
電磁的記録について訂正又は削除を行った場合に、これらの事実及び内容を確認することが
できるクラウド等（注「）において、 入力期間内にその電磁的記録の保存を行ったことを確認す

ることができるときは、 タイムスタンプの付与に代えることができることとされました。

　

（注「）

　

訂正又は削除を行うことができないクラウド等も含まれます。

検索要件の記録項目について、取引年月日その他の日付、取引金額及び取引先に限定される
とともに、税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じる場合
には、範囲指定及び項目を組み合わせて条件を設定できる機能の確保（前頁帳簿の検索要件②

及び③に相当する要件）が不要となりました。
適正事務処理要件（注２）が廃止されました。
Ｇ主２）

　

相互けん制、定期的な検査及び再発防止策の社内規程整備等のことをいいます。

　

スキャナ保存された電磁的記録に関連した不正があった場合の重加算税の加重措置が整備され

ました。

　

適正な保存を担保するための措置として、スキャナ保存が行われた国税関係書類に係る電磁的
記録に関して、 隠蔽し、 又は仮装された事実があった場合には、 その事実に関し生じた申告漏れ

等に課される重加算税が１０％加重される措置が整備されました。
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スキャナ保存要件の概要図（イメージ）
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た ： これまで税務署長の承認を受け、スキャナ保存を行ってきましたが、今回の承認制度廃止に伴い、何か手綱ま必要ですか？

　　　　　　　　

また、改正後の緩和された要件の下で保存を行っても問題ありませんか？÷－！－－、豪，施行。（令瞬年 皿 。）以御 ， にも引き続き承認，有効であ 承認聯 届出書 提出 ‘（又。税務
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ｉ

　　

やめる一定の手続が必要となります。

　　　　　　　　　

なお、施行日前に承認を受けてし、た方が、引き続き改正前の要件で保存を行うか、新たに改正後の要件で保存を行うかは保存

　　　　　　

１
＼

　　

義務者の選択となりますが、重加算税の１０％加重措置につし、ては、施行日以後に法定申告期限等が到来する国税につし、て適用

　　　　　　

＼

　　

されます。
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タイムスタンプ要件及び検索要件について次のとおり要件が緩和されました。

　

タイムスタンプ要件に係るタイムスタンプの付与期間及び検索要件に係る検索項目について

　

ｉ

　

「スキャナ保存 （区分②） に関する改正事項」 の２（「）と（４）と同趣旨の改正が行われたほか、 基

　

１

準期間Ｇ主）の売上高が１，０００万円以下である方 （小規模な事業者） について、 税務職員による

　　

，
質問検査権に基づく電磁的記録のダウン□－ドの求めに応じることができるようにしている場合

　

ｉ
には、 検索要件の全てが不要とされました。

　　　

１－醐－－－－－醐

　　

－－

　　　

－－１

　

（注） 「基準期間」とは、個人事業者につし、ては電子取引が行われた日の属する年の前々年の「月１日から１２月３１日まで

　

ま

　

の期間をいし、、法人ｆこついては電子取引が行われた日の属する事業年度の前々事業年度をいしはす。

　　　　　

１

２ 適正な保存を担保する措置として、 次の見直しが行われました。
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※

　

消費税における電子取引の取引情報等に係る電磁的記録につし、ては、引き続き出力書面による保存が可能です。

（２） 電子取引の取引情報に係る電磁的記録に関して、 隠蔽し、 又は仮装された事実があった場合

には、その事実に関し生じた申告漏れ等に課される重加算税が１０％加重される措置が整備さ

　　

れました。－
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き電子取引の保存要件

　

ノ ※ 下線を付した部分が、 今回改正‘こより変更があった箇所になります。
以下の措置のいずれかを行うこと

① タイムスタンプが付された後、取引情報の授受を行う．
② 取引情報の授受後、凍ゃかに（又はその業務の処理に偽る通常の期間を経過した後、速Ｐかに）
タイムスタンプを付すとともに、保存字を行う者又は監督者に関する情報捲確認できるようにしておく
③

　

記録事項の訂正・削除を行った場合に、これらの事実及び内容を確認できるシステム又は記録事項
の訂正・削除を行うこと力 きないシステムで取引情報の授受及び保存額行う
④

　

正当な理由がない訂正・削除の防止に関する事務処１製現程を定め、その規程に沿った運用ををお

真
実
性
の
要
件

可
視
性
の
裏
作

保存場所に、電子計算機（バン］ン等）、九〕グラム、ディス；九／イ、’リ）ろ’及びこれギ遡〉操作マニコ乃しを
備え付け、画面・書面に整然とした形式及び明瞭な状態で速やかに出力できるようにしておくこと

電子計算機処理システムの概要書を備え付けること

検索機能※を確保すること
： ※

　

帳簿の打検索要件①～③に相当する朝件（ダウメ□－Ｒの求めに応じることができるようにしている場合１は、②ん⑨不噂弱

申請書の様式や電子帳簿保存法の Ｑ＆Ａについては、 国税庁ホームページ 【ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｎｔａ．ｇｏｍｌ

　

に

掲載しています（改正分は随時掲載していきますｏ）ｏ 詳しくは・ー 国税庁 亀子帳簿保存法 １ で 検索
も
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